
２０１５年１月３０日
尾鷲市地域包括ケア会議

高齢者虐待ネットワーク会議・課題検討会議研修会
（尾鷲市福祉保健センター）

地域包括ケアシステムの構築について
高齢者虐待の防止と対応

桑名市保健福祉部介護・高齢福祉課

中央地域包括支援センター

社会福祉士 西村 健二
（三重県地域ケア会議活動支援アドバイザー）

桑名市 ゆめ はまちゃん（ゆるキャラグランプリ2014 三重県内第１位）
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本日の進め方

 13：30～14：20 講義Ⅰ（50分）

地域包括ケアシステムの構築について

①地域包括ケアシステムと地域ケア会議

②桑名市の地域課題把握手法と

地域課題解決に向けた具体的な取組み

 14：20～14：30 休憩（10分）

 14：30～15：20 講義Ⅱ（50分）

高齢者虐待の防止と対応

 15：20～15：30 質疑応答（10分）

桑名市役所
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講義Ⅰ 地域包括ケアシステムの構築について
①地域包括ケアシステムと地域ケア会議
～（1）地域包括ケアシステムとは～
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KUWANA CENTRAL COMMUNITY SUPPORT CENTER

六華苑（旧諸戸清六邸）

地域包括ケア会議

鹿鳴館を建てたお雇い外国人
ジョサイア・コンドルの建築物です。

なんと重要文化財。



地域包括ケアシステムの定義①

 ① ニーズに応じた住宅が提供されることを基本
とした上で、生活上の安全・安心・健康を確保す
るために医療や介護のみならず、福祉サービスも
含めた様々な生活支援サービスが日常生活の場（
日常生活圏域）で適切に提供できるような地域で
の体制（地域包括ケア研究会『地域包括ケア研究会報告書

～今後の検討のための論点整理～』2009.5）。

 ② 高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援の目的
のもとで、可能な限り住み慣れた地域で生活を継
続することができるような包括的な支援・サービ
ス提供体制（地域包括ケア研究会『地域包括ケアシステム

の構築における今後の検討のための論点』2013.3）。
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地域包括ケアシステムの定義②

 ③ 重度な要介護状態となっても住み慣れた地域
で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けること
ができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活
支援が一体的に提供される体制（厚生労働省全国介護

保険担当部局長会議資料、2013.11）。

 ④ 地域の実情に応じて、高齢者が、可能な限り
、住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立し
た日常生活を営むことができるよう、医療、介護
、介護予防、住まい及び自立した日常生活の支援
が包括的に確保される体制（持続可能な社会保障制度
の確立を図るための改革の推進に関する法律第4条第4項、
2013.12）（地域における医療及び介護の総合的な確保の促進

に関する法律第2条第1項、2014.6）。
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地域包括ケアシステムとは？

 つまり、「地域生活を継続できるよう、

①住まい・②医療・③介護・④予防・

⑤生活支援が一体的に提供される体制」

といえる。
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５つの構成要素

 「介護」、「医療」、「予防」という専門的なサ
ービスと、その前提としての「住まい」と「生活
支援・福祉サービス」が相互に関係し、連携しな
がら在宅の生活を支えている（厚生労働省「地域包括

ケアシステム」ホームページ、2015.1閲覧）。

 「本人・家族の選択と心構え」

＝単身・高齢者のみ世帯が主流

となる中で、在宅生活を選択す

ることの意味を、本人家族が理

解し、そのための心構えを持つ

ことが重要（同）。
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自助・互助・共助・公助

 自助…自分のことを自分でする、自らの健康管理（セ
ルフケア）、保険外サービスの利用など

（都市部で重要）

 互助…地域住民による支え合い、ボランティア活動（
インフォーマルな相互扶助）など

（都市部以外の地域で重要）

 共助…介護保険、医療保険などの制度化されたサービ
ス（フォーマルな相互扶助）など

 公助…自助・互助・共助では対応できない領域の公的
支援、例えば生活保護、措置入所など

 今後は自助・互助の果たす役割が大きくなることを意
識した取り組みが必要、ただし相互の連携が重要

自助・互助 ＞ 共助・公助
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いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援・介護予防

住まい

地域包括ケアシステムの姿

※ 地域包括ケアシステムは、おおむ
ね３０分以内に必要なサービスが
提供される日常生活圏域（具体的
には中学校区）を単位として想定

■在宅系サービス：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・24時間対応の訪問サービス
・複合型サービス
（小規模多機能型居宅介護＋訪問看護）等

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅等相談業務やサービスの

コーディネートを行いま
す。

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護
・特定施設入所者生活介護等

日常の医療：
・かかりつけ医
・地域の連携病院

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院 通所・入
所

・急性期病院
・亜急性期・回復期
リハビリ病院

病気になったら･･･

医 療
介護が必要になったら･･･

介 護

■介護予防サービス

地域包括ケアシステム

認知症の人

○ 団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で
自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、住まい・医療・介護・予防・生活支援が一
体的に提供される地域包括ケアシステムの構築を実現していきます。

○ 今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活を支えるためにも、
地域包括ケアシステムの構築が重要です。

○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口は
減少する町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差が生じています。

地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、
地域の特性に応じて作り上げていくことが必要です。
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【資料】
2010年（平成22年）までの実績は厚生労働省｢人口動態統計｣
2011年（平成23年）以降の推計は国立社会保障・人口問題研究所｢人口統計資料集（2006年度版）｣から推定

2010年 死亡者数 1,192千人
65歳以上 1,020千人

実績 推計

年

人

※介護施設は老健、老人ホーム

死亡場所別、死亡者数の年次推移と将来推計

2030年 推計死亡者数 1,597千人
(405千人増)

2030年までに約40万人死亡者数が増加すると見込まれるが、看取り先の確保が困難

課題
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目標は２０２５年、あと１０年

 目標＝団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年
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第5期計画
2012
～2014

第９期計画

2024
～2026

第８期計画

2021
～2023

第７期計画

2018
～2020

第６期計画

2015
～2017

＜2025年までの見通し＞

20252015

団塊世代が65歳に 団塊世代が75歳に

「地域包括ケア計画」と位置づけ



何を目指し、何に取り組むのか

 在宅生活継続の限界点を高める取り組みが必要！

 具体的には何に取り組むべきか⇒５つの方向性（厚生労働省第99回
市町村職員を対象とするセミナー資料、2013.11）

 ①医療・介護連携…関係者に対する研修等を通じて、医療と介護の

濃密なネットワークが構築され、効率的・効果的できめ細かなサー
ビスの提供が実現

 ②認知症施策…初期集中支援チームの関与による認知症の早期診断

、早期対応や地域支援推進員による相談対応等により認知症でも生
活できる地域を実現

 ③地域ケア会議…多職種連携、地域のニーズや社会資源を的確に把

握可能になり、地域課題への取組が推進され、高齢者が地域で生活
しやすい環境を実現

 ④生活支援…コーディネーターの配置等を通じて地域で高齢者のニ

ーズとボランティア等のマッチングを行うことにより、生活支援の
充実を実現

 ⑤介護予防…多様な参加の場づくりとリハビリ専門職等を活かすこ

とにより、高齢者が生きがい・役割をもって生活できるような地域
を実現 12



個人的な意見としては

 地域包括ケアシステムの構築は、単なる制度の「改正」で
はなく、暮らしのあり方を変化させる「革命」といえる

 しかし、実は介護保険法にはもともと書いてあり、従来実
践すべきことを改めて推し進めることになっただけ

 このように大きな変革を成し遂げるためには、行政・社協
・地域包括支援センターのみでは実現不可能

 高齢者本人と家族、つまりは住民に対して「住み慣れた地
域で暮らし続ける」という心構えをもってもらう必要があ
る

 保険者たる行政も実現に向けた不退転の「覚悟」が必要

 地域包括ケアシステム構築による利益は、すべてが住民に
還元される
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講義Ⅰ 地域包括ケアシステムの構築について
①地域包括ケアシステムと地域ケア会議

～（2）地域ケア会議とは～
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KUWANA CENTRAL COMMUNITY SUPPORT CENTER

日本一長いナローゲージ路線 北勢線

地域包括ケア会議

東京ディズニーランドの
ウエスタンリバー鉄道と
同じ線路幅（762mm）です
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地域ケア会議とは

 地域ケア会議＝地域包括支援センターまたは市区
町村・広域連合が主催し、設置・運営する「行政
職員をはじめ、地域の関係者から構成される会議
体」（長寿社会開発センター『地域ケア会議運営マニュア

ル』21頁、2013.3）。

 会議の構成員：「会議の目的に応じ、行政職員、
センター職員、介護支援専門員、介護サービス事
業者、保健医療関係者、民生委員、住民組織等の
中から、必要に応じて出席者を調整する」（同）。
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地域ケア会議の目的

 地域ケア会議の３つの目的（平成18年10月18日厚生労

働省老健局振興課長ほか連名通知「地域包括支援センターの
設置運営について」平成25年3月29日最終改正より）

 ①地域の介護支援専門員の、法の理念に基づいた
高齢者の自立支援に資するケアマネジメントの支
援

 ②高齢者の実態把握や課題解決のための地域包括
支援ネットワークの構築

 ③個別ケースの課題分析等を行うことによる地域
課題の把握

16
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※地域ケア会議の参加者や規模は、検討内容によって異なる。

「地域ケア会議」の５つの機能

①個別課題
解決機能

③地域課題
発見機能

②ネットワーク

構築機能

④地域づくり・

資源開発
機能

⑤政策
形成
機能

■自立支援に資するケアマネジメントの支援
■支援困難事例等に関する相談・助言
※自立支援に資するケアマネジメントとサービス
提供の最適な手法を蓄積

※参加者の資質向上と関係職種の連携促進
→サービス担当者会議の充実

■潜在ニーズの顕在化
・サービス資源に関する課題
・ケア提供者の質に関する課題
・利用者、住民等の課題 等

■顕在ニーズ相互の関連づけ

■地域包括支援ネットワークの構築
■自立支援に資するケアマネジメント

の普及と関係者の共通認識
■住民との情報共有
■課題の優先度の判断
■連携・協働の準備と調整

市町村・地域全体で開催

日常生活圏域ごとに開催

個別事例ごとに開催

個別ケースの検討 地域課題の検討

個別事例の課題解決を
蓄積することにより、
地域課題が明らかにな
り、普遍化に役立つ

地域の関係者の連携を強化するとともに、
住民ニーズとケア資源の現状を共有し、
市町村レベルの対策を協議する

検討結果が個別支援に
フィードバックされる

市町村レベルの検討が円滑に進む
よう、圏域内の課題を整理する

自助・互助・共
助・公助を組み合
わせた地域のケア
体制を整備

地域包括

ケアシステムの
実現による

地域住民の
安心・安全と
ＱＯＬ向上

機
能

具
体
的
内
容

規
模
・
範
囲
・
構
造

■有効な課題解決方法の確立と普遍化
■関係機関の役割分担
■社会資源の調整
■新たな資源開発の検討、地域づくり

■需要に見合ったサービスの基盤整備
■事業化、施策化
■介護保険事業計画等への位置づけ
■国・都道府県への提案
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どこが開催し、何を目指すのか？

 ○地域包括支援センター主催の地域ケア会議

機能①個別課題解決機能、②ネットワーク構築機
能、③地域課題発見機能をもつ実務者レベルの地
域ケア会議を開催 ⇒ 地域課題の把握

 ○市区町村・広域連合主催の地域ケア会議

機能③地域課題発見機能、④地域づくり・資源開
発機能、⑤政策形成機能をもつ代表者レベルの地
域ケア会議を開催 ⇒ 地域課題の解決

 課題の把握と解消を繰り返すことで地域包括ケア
システムを実現する（ＰＤＣＡサイクル）。

 PLAN（計画）→DO（実行）

→CHECK（評価）→ACT（改善）

→PLAN→DO→CHECK→ACT→PLAN… 18



○地域包括支援センターが開催
○個別ケース（困難事例等）の支援内容を通じた
①地域支援ネットワークの構築
②高齢者の自立支援に資するケアマネジメント支援
③地域課題の把握
などを行う。

地域づくり・資源開発

政策形成
介護保険事業計画等への位置づけなど

地域課題の把握

個別の
ケアマネジメント

≪主な構成員≫
自治体職員、包括職員、ケアマネジャ
ー、介護事業者、民生委員、OT、PT
、ST、医師、歯科医師、薬剤師、看護
師、管理栄養士、歯科衛生士その他必
要に応じて参加

※直接サービス提供に当たらない専門
職種も参加

地域包括支援センター（※）レベルでの会議
（地域ケア個別会議）

市町村レベルの会議（地域ケア推進会議）

事例提供

支 援

サービス
担当者会議
（全てのケー
スについて、
多職種協働に
より適切なケ
アプランを検
討）

・地域包括支援センターの箇所数：4,328ヶ所（センター・ブランチ・サブセンター合計7,072ヶ所）（平成24年4月末現在）
・地域ケア会議は全国の保険者で約8割（1,202保険者）で実施（平成24年６月に調査実施）

在宅医療
連携拠点

医師会等関
係団体

医療関係専
門職等

○ 「地域ケア会議」（地域包括支援センター及び市町村レベルの会議）については、地域包括ケアシステムの実現の
ための有効なツールであり、更に取組を進めることが必要。

○ 具体的には、個別事例の検討を通じて、多職種協働によるケアマネジメント支援を行うとともに、地域のネット
ワーク構築につなげるなど、実効性あるものとして定着・普及させる。

○ このため、これまで通知に位置づけられていた地域ケア会議について、介護保険法で制度的に位置づける。

地域ケア会議の推進

19



地域課題の解決方法は？

20

現状

目標

課題

地域課題の解決も、原
則は個別事例の解決と
同様、ソーシャルワーク
の基本に戻るべき！！

・ケアプランと同じ考え方
・課題の設定が最も重要！



地域包括支援センターの役割

 役割「ミクロからマクロへのつなぎ」

 個別事例の検討、困難事例の解決などにおいて、繰り
返し同じ課題が生じており、支援者が何度も時間と労
力を割き、高齢者の在宅生活継続が阻害されているの
であれば、それが地域課題ではないか？

 個別ケースの検討を始点として、地域課題の抽出、地
域課題の提出までの一連の流れを円滑に進めるコーデ
ィネート機能が求められる

 既存会議で①～⑤の機能を有する会議があれば、活用
・充実させる

 事例検討会、困難ケース会議、地域との連絡会議など

 できることから段階的に進める、会議開催だけを目的
とせず、検討内容を有意義なものとする

 地域課題を見つけ出し、現場と行政をつなぐ役割
21



市区町村・広域連合の役割

 役割「地域課題の把握と解決」

 地域包括ケアシステム構築に向けた主体的な取り
組みが求められる。

 自らも地域課題の抽出に努めるとともに、地域包
括支援センター主催の地域ケア会議開催をサポー
ト（出席も含む）

 既存会議で①～⑤の機能を有する会議があれば、
活用・充実させる

 職能団体との連携会議、介護保険事業計画策定会
議、各種委員会など

 医療、住民組織、民生委員、社会福祉協議会など
の代表者レベルを交えた地域ケア会議の開催によ
り、抽出された地域課題の解決策を検討する

22



まとめ

 地域ケア会議は、「地域包括ケアシステム
構築のため、地域課題を抽出し、解決を図
る会議」

 包括・市町・広域連合ではすでに開催して
いる

 あとは充実させるだけ

23

背伸びせず、
できることから取り組もう！
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地域包括ケアシステム構築に向けたプロセスイメージ（西村私見）

①
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【参考文献】 西村健二「桑名市地域包括支援センターにおける困難事例要因調査について ～地域包括ケアシステムのボトムアップ型構築法確立を
目指して～」（『第22回日本社会福祉士会全国大会・社会福祉士学会大会要録』2014.7.5）



おさらい

 地域包括ケアシステムとは、

 「高齢者が、可能な限り住み慣れた地域で暮らし続
けることのできる体制」

 地域ケア会議とは、

 「保険者である市区町村・広域連合または地域包括
支援センターが主催する、地域包括ケアシステム構
築のため、地域課題を抽出し、解決を図る会議」

 ＝「地域アセスメント手法」のひとつと言える

 地域ケア会議によって地域課題を抽出と解決を繰り
返すことで、地域包括ケアシステムを構築していく

25



講義Ⅰ 地域包括ケアシステムの構築について
②桑名市の地域課題把握手法と

地域課題解決に向けた具体的な取組み

26

KUWANA CENTRAL COMMUNITY SUPPORT CENTER

多度まつり（５月４・５日）

地域包括ケア会議



伊藤徳宇市長（写真左）・田中謙一副市長（写真右） 27

厚生労働省から派遣された田中謙一副市長の

指揮のもと「オール桑名」で取り組んでいる。

地域包括ケアシステム構築に向けた取り組みは、

桑名市の新たなブランド。

「本物力こそ、桑名力」



桑名市の概要

 人口 １４２，８１５人（2014.9.30現在）

 高齢者人口 ３３，９０４人

 高齢化率 ２３．７４％

 要介護認定者数 ５，４０１人

 認定率 １５．９３％

 包括設置数 ５ヶ所

直営１

社協２

医療法人２

社会福祉法人１（医療法人系列）

28



２０１０年
（実績）

２０２５年
（推計）

２０４０年
（推計）

０～１４歳人口
２０，４２６人
（１００．０）

１５，８５２人
（７７．６）

１３，２６９人
（６５．０）

１５～６４歳人口
８９，４００人
（１００．０）

８０，７９４人
（９０．４）

６６，７５０人
（７４．７）

６５歳以上人口
３０，４６４人
（１００．０）

３８，０５４人
（１２４．９）

４２，１８３人
（１３８．５）

うち
７５歳以上
人口

１４，１３０人
（１００．０）

２２，４５８人
（１５８．９）

２３，３０２人
（１６４．９）

総人口
１４０，２９０人
（１００．０）

１３４，７００人
（９６．０）

１２２，２０２人
（８７．１）

【参考】死亡者数
１，１９９人
（１００．０）

１，６８３人
（１４０．４）

１，８０５人
（１５０．５）

注 括弧内は、対２０１０年比である。

＜出典＞ 国立社会保障・人口問題研究所
及び 石川ベンジャミン光一 国立がん研究センターがん対策情報センターがん統計研究部がん医療費調査室長 29

桑名市の人口構造
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・

・

・・

・
・

多度

長島深谷

陽だまりの
丘

立教

修徳

城東

桑部

在良

七和

久米

星見ヶ
丘

日進

益世

城南

大和大山
田野

田 藤が
丘新西
方 精義

松ノ
木

筒尾

大成

北部西地域包括支援センター

北部圏域

（筒尾・松ノ木・大山田・

野田・藤が丘・陽だまりの丘）

多度圏域

北部東地域包括支援センター

北部圏域

（大和・深谷・新西方）

長島圏域

西部地域包括支援センター

西部圏域

（桑部・在良・七和・久米

・星見ヶ丘）

南部地域包括支援センター

南部圏域

（日進・益世・城南）

東部地域包括支援センター

東部圏域

（精義・立教・城東・

修徳・大成）

中央地域包括支援センター

全域

地域包括支援センターと日常生活圏域



桑名市地域包括支援センターの概要
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名称 担当地区 委託先
社会
福祉士

保健師等
主任介護
支援専門員

その他
（事務員・
相談員等）

兼務
専門職

合計

中央 全域 直営 １ １ １ ８ ６ １７

東部
精義・立教・

城東・修徳・大成
医療
法人

３ １ １ １ ― ６

西部
桑部・在良・七和・
久米・星見ヶ丘

社会福
祉法人

１ １ １ ２ ― ５

南部 日進・益世・城南
医療
法人

３ １ １ １ ― ６

北部東 大和・深谷・長島 社協 ２ ２ １
１.５

（センター
長兼務）

― ６.５

北部西
大山田・藤が丘・

多度
社協 ２ １ １

１.５
（センター
長兼務）

― ５.５

合 計 １２ ７ ６ １５ ６ ４６

（平成27年1月20日現在）



桑名市の『行政社会福祉士』

 桑名市役所では行政社会福祉士の採用を増やして
いる。
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平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

（単位：人）

平成27年1月20日現在、正規職員5人の他、県派遣職員1人・嘱託職員1人が配属されている。
平成27年度は採用予定の2人を加えたもの。



仕事内容の紹介

 ①福祉現場の仕事「困難事例の専門担当」

 委託包括へのアドバイス、直接支援、老人福祉法
関連業務（市長申立・措置入所など）、高齢者虐
待対応業務など

 具体的には、高齢者虐待対応、成年後見制度申
立、多重債務・債務整理、消費生活被害、経済的
困窮、生活保護、障がい・難病などとの制度重
複、養護者支援など

 ②福祉施策の仕事「地域包括ケアシステム施策の
企画立案」

 具体的には、地域課題の把握と解決策の検討、各
種事業の新規実施・運営など

33



「地域包括ケアシステム」構築に向けた
基本的な方向性

 １．身近な地域での多様な資源の

「見える化」・創出

 ２．施設機能の地域展開

 ３．多職種協働によるケアマネジメント

34

ユダヤ人にビザを発給
杉原千畝

（桑名市立日進小学校在学）



「地域包括ケアシステム」の基本理念

（介護保険法第２条第４項及び第５条第３項）（介護保険法第２条第２項、第４条第１項及び第５条第３項）

高齢者の自立支援
（介護保険法第１条）

一般高齢者 在宅サービス 施設サービス要支援者 要介護者

多様な通いの場の創出 多職種協働による
ケアマネジメント支援

施設機能の地域展開

『地域ケア会議』
『地域包括
ケア計画』

『介護予防・
日常生活支
援総合事業』

介護予防に資する
サービスの提供

在宅生活の限界点を高め
るサービスの提供

35

セルフマネジメント
（介護保険法第４条第１項）

健康の保持増進 能力の維持向上



１．身近な地域での多様な資源の「見える化」・創出

「サポーター」（地域住民）

民生委員、食生活改善推進員、
シルバー人材センター、ボランティアグループ等

生活機能の向上
（運動、栄養、口腔、認知等）

「見える化」
・創出

専門職が専門的な
サービスの提供に

集中する

市
地域包括支援センター
市社会福祉協議会

等

（専門職等）

高齢者が介護保険を
『卒業』して地域活動に

『デビュー』する

「見える化」
・創出

短期集中予防サービス
（専門職）

保健師、看護師、管理栄養士、
理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、
歯科衛生士、社会福祉士、介護福祉士、
訪問介護員等

通所介護
（専門職）

訪問介護
（専門職）

通所

訪問

市
地域包括支援センター
市社会福祉協議会

等

（専門職等）

高齢者

高齢者サポーター、健康推進員、
地区社会福祉協議会、自治会、老人クラブ等

「通いの場」（地域住民）

参加

参加

活動

心身機能



サービス付き
高齢者向け住宅

２．施 設 機 能 の 地 域 展 開

食 堂

ス タ ッ フ
ステーション

訪
問

介
護

配

食

食
事
提
供

自 宅医療機関

自 宅

自 宅

医療機関

事 業 所

介 護

自 宅

訪
問
介
護

通
所
介
護

配

食

訪
問
看
護

短
期
入
所
生
活
介
護

訪

問

診

療

厨 房

訪
問
診
療

自 宅

短
期
入
所

生
活
介
護

施 設 在 宅

訪
問
看
護

ホール

通
所

介
護
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３．多職種協働によるケアマネジメント

高齢者
（介護保険の被保険者）

及びその家族

「地域ケア会議」

「地域包括支援センター長会議」等

介護支援専門員
（ケアマネージャー）

「サービス担当者会議」

一般高齢者 要支援者 要介護者

介護保険を
『卒業』して
地域活動に
『デビュー』する

住み慣れた
環境で
生き生きと
暮らし続ける

市
（介護保険の保険者）

地域包括支援センター
（市の委託を受けた準公的機関）

サービス事業所
（医療、介護、予防、
日常生活支援等）

連 携連 携

多職種協働での支援

主任介護支援専門員

保 健 師

社会福祉士

管理栄養士

理学療法士

歯科衛生士

薬 剤 師 等

在宅サービス 施設サービス

在宅生活の限界点を
高めるケアマネジメント

介護予防に資する
ケアマネジメント



【参考】介護予防に資するケアマネジメントの事例のイメージ
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陥りがちなケアマネジメント 目指すべきケアマネジメント

できないことを代わりにするケア できないことをできるようにするケア

「独りで入浴できない」

「清潔を保持したい」

「なぜ独りで入浴できないのか」

「左片麻痺によるバランス不安定で
浴槽をまたげない」

いつまでも
独りで入浴できない

独りで
入浴できるようになる

「通所介護で

入浴する」

「通所介護で足を

持ち上げる動作を指導して

浴槽をまたげるようにする」



在宅サービスと施設サービスとの間での利用者負担の比較

出来高払いの利用者負担
（“回転寿司方式”）

定額払いの利用者負担
（“飲み放題方式”）

訪問看護
（30分以上1時間未満）

（要介護）

612, 720円 /

月

851円/1時間

（24時間×30日）

訪問介護
（身体介護・30分以上1時間未満）

（ 要介護 ）

（24時間×30日）

296,640円/月

412円/1時間

短期入所生活介護
（併設型・ユニット型個室）

（要介護 ３ ）

871円/1日

26,130円/月

（30日）

通所介護
（小規模型・7時間以上9時間未満）

（要介護）

1,115円 /1日

100,350円/月

（24時間×30日）

従来の在宅サービス 新しい在宅サービス 施設サービス等

 小規模多機能型居宅介護

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護

 複合型サービス

 介護老人保健施設

 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）

 認知症対応型共同生活介護

【要介護 ５】 ２８，７８６円／月
【要介護 ４】 ２６，２０３円／月
【要介護 ３】 ２３，８３７円／月
【要介護 ２】 １６，７１１円／月
【要介護 １】 １１，７００円／月

小規模多機能型居宅介護

注 利用者負担は、介護報酬の1割に相当するものであり、食費、居住費等を含まない。

介 護 老 人 福 祉 施 設
（ ユ ニ ッ ト 型 個 室 ）

【要介護 ５】 ２８，８０７円／月
【要介護 ４】 ２６，６７８円／月
【要介護 ３】 ２４，５４８円／月
【要介護 ２】 ２２，２９７円／月
【要介護 １】 ２０，１６８円／月
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【参考】全国の保険者における要支援・要介護認定率の分布（平成２４年度）

（注）要支援・要介護認定率は、高齢者数に対する認定者数の割合である。

全国平均：18.14%

三重県平均：18.90%

三重県桑名市：16.18%

（1,580ヵ所中の第415位）

北海道音威子府村：6.06%

（1,580ヵ所中の第１位）
埼玉県和光市：9.60%

（1,580ヵ所中の第２位）

：
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詳しくは桑名市ホームページをご覧ください。
トップページ以下の部分をクリックすると、
直接「地域包括ケアシステム」へ入ることが
できます。

http://www.city.kuwana.lg.jp

トップページのここをクリック！

http://www.city.kuwana.lg.jp/index.cfm/24,36474,229,687,html
http://www.city.kuwana.lg.jp/index.cfm/24,36474,229,687,html


地域課題把握の流れ①

 平成24年度 社会福祉士連絡会議において困難事
例要因調査実施の検討開始

 平成25年11月 桑名市地域包括支援センターにお
ける困難事例要因調査実施

 平成25年12月 桑名市における高齢者「単身」「
のみ」世帯の生活上の困りごと調査実施

 平成25年12月 第1回地域課題把握のための地域ケ
ア会議開催（困りごと調査にもとづく）

 平成26年1月 中間報告書発行、第1回桑名市地域
包括ケアシステム推進協議会で報告

 平成26年1月 日常圏域ニーズ調査実施
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地域課題把握の流れ②

 平成26年3月 個別事例振り返りのための地域ケア
会議開催（平成26年6月までに6回）

 平成26年3月 桑名市における地域課題把握のため
のアンケート調査実施

 平成26年6月 第2回地域課題把握のための地域ケ
ア会議開催（アンケート調査にもとづく）

 平成26年7月 困難事例要因調査を日本社会福祉士
会全国大会・社会福祉士学会で発表

 平成26年7月 報告書発行、第7回地域包括ケアシ
ステム推進協議会で報告

 平成26年10月 地域生活応援会議、ケアミーティ
ング開始

 平成26年11月 地域支援調整会議開始 44



【参考】「桑名市における『地域包括ケアシステム』の構築に向けた地域課題の把握のための調査
～『地域ケア会議』での個別事例の検討を通じて～」報告書の概要

○ 平成２５年１２月、地域包括支援センター等の職員を対象とする
「高齢者『単身』『のみ』世帯の生活上の困りごと調査」を実施。

なった。

第４部 高齢者「単身」「のみ」世帯の生活上の困りごと調査

○ 平成２３年４月～平成２５年９月の間に地域包括支援センターで対応された
すべての困難事例について、要因を分析。

第３部 困難事例要因調査

○ 平成２６年３月、介護支援専門員等を対象とする「地域課題把握のためのアンケート調査」を実施。
○ 平成２６年６月、介護支援専門員等の参加を得て、地域課題把握のための「地域ケア会議」を開催。

第１部 地域課題把握のためのアンケート調査

○ 平成２６年３～６月、個別事例振り返りのための「地域ケア会議」を開催。
○ 具体的には、高齢者が自宅を離れて施設に入所した事例について、
「在宅生活継続の阻害要因」を分析し、「在宅生活継続の限界点を高める方法」を検討。

第２部 個別事例振り返りのための「地域ケア会議」
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桑名市の地域ケア会議

①個別課題解決
機能

• 地域支援調整会議（困難事例ケース会議）、ケアミーティング（認定前
のサービス前倒し利用の検討）、困難事例検討会議、事例検討会等

②ネットワーク
構築機能

• 法福連携会議、在宅医療及びケア研究会、見守りネットワーク会議、介
護・障害連携会議等

③地域課題発見
機能

• 個別事例振り返りのための地域ケア会議、地域課題把握のための地域ケ
ア会議、地域生活応援会議（ケアプラン検討）、包括三職種連絡会議等

④地域づくり・
資源開発機能

• 社会福祉協議会連携会議、社会福祉協議会法人後見運営委員会等、包括
センター長会議等

⑤政策形成機能

• 地域包括ケアシステム推進協議会（介護保険事業運営会議・介護保険計
画策定会議・地域包括支援センター運営協議会を統合）等
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47

4747

○ 個々の事例について、

高齢者の自立支援に資するケアマネジメントを実践。

○ 対人援助について、専門職に求められる専門性である

「エビデンス」に基づく「実践を言葉で説明する力」を発揮。

47

「地域ケア会議」の一類型としての「地域生活応援会議」

（１）「机上の空論」から「現場の実践」へ

趣 旨

○ 多職種協働により、

① 公正かつ誠実に業務を遂行しようとする介護支援専門員を支援。

② 医療・介護専門職に対し、ケアマネジメントに関する能力を育成。

③ 被保険者及びその家族に対し、

高齢者の自立支援に向けた意識を啓発。

○ 「縦割り行政」を排除。

（２） 「個人プレー」から「チームプレー」へ



条例による「地域包括ケアシステム推進協議会」の設置

○ 「地域包括ケアシステム」の構築に向けた市町村の

役割は、地域における様々な関係者が相互に連携して

活動を展開するネットワークを立ち上げるマネジメント。

○ 平成２５年１２月、「桑名市地域包括ケアシステム

推進協議会条例」を制定。

○ これは、医療、介護、予防、日常生活支援等の各分野で

リーダー的な立場にある地域の関係者の参加を得て、

「地域包括ケアシステム」の構築に向けた

具体的な方策を協議するためのもの。

48
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「桑名市地域包括ケアシステム推進協議会」委員名簿
（平成２６年６月１６日）

49

＜学識経験者＞

豊田 長康

＜医療部会＞

佐藤 剛一

竹田 寬
田崎 文昭
長坂 裕二
東 俊策
星野 良行
柳川 智子

＜介護部会＞

片岡 直也

佐藤 久美

白井 五月

高橋 恵美子

西村 さとみ

長谷川 真介

福本 美津子

病院・介護老人保健施設代表
サービス付き高齢者向け住宅代表
桑名市総合医療センター理事長
桑名地区薬剤師会会長
三重県桑名保健所長
桑名医師会会長
桑員歯科医師会会長
三重県看護協会専務理事
三重県訪問看護ステーション連絡協議会
副会長

桑名訪問介護事業者連絡協議会代表
三重県社会福祉士会桑員支部代表
地域密着型サービス事業者
（小規模多機能型居宅介護・
認知症対応型共同生活介護）代表
地域密着型サービス事業者
（定期巡回・随時対応型訪問介護看護）
代表
特別養護老人ホーム代表
サービス付き高齢者向け住宅代表
三重県介護支援専門員協会会長
桑名市地域福祉計画推進市民会議会長
サービス付き高齢者向け住宅代表
地域密着型サービス事業者
（小規模多機能型居宅介護・
認知症対応型通所介護）代表
地域密着型サービス事業者
（複合型サービス）代表
三重県デイサービスセンター協議会
副会長
三重県訪問看護ステーション連絡協議会
桑名ブロック代表
三重県介護支援専門員協会桑員支部
支部長岡 訓子

坂口 光宏
古川 恵美子

三重県歯科衛生士会代表
三重県理学療法士会代表
三重県栄養士会代表

＜予防部会＞

＜生活支援部会＞
石川 利治
伊藤 満生
岩花 明
岡 正彦
川瀬 みち代
近藤 清二
藤原 隆
山中 啓圓

多度地区社会福祉協議会代表
長島地区社会福祉協議会代表
桑名市シルバー人材センター事務局長
桑名市老人クラブ連合会会長
桑名ボランティア連絡協議会会長
桑名市地区社会福祉協議会連絡協議会代表
桑名市自治会連合会会長
桑名市民生委員児童委員協議会連合会会長

★は会長、☆は副会長、◎は部会長、○は部会長代理である。（注）

鈴鹿医療科学大学学長

◎

○
○
◎

○
◎

◎

○

★

☆



「桑名市地域包括ケアシステム推進協議会」事務局名簿
（平成２６年１０月１日）
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田中 謙一
高木 守
加藤 洋士
黒田 勝
大竹 義信
小林 久欣
宮木 嘉彦
黒田 由美子
高橋 潔
米澤 末男
岡本 光子
石川 真澄
佐原 俊也
橘高 春樹
三浦 浩実
秀島 祐子
松永 あづさ
水谷 義次
竹内 茂

副市長（特命）
保健福祉部長
保健福祉部理事（保健医療・介護連携総括担当）
保健福祉部次長兼地域医療対策課長
社会福祉事務所長
福祉総務課長
福祉総務課主幹
障害福祉課長
介護・高齢福祉課長
保険年金課長
健康づくり課長
健康づくり課健康づくり企画室長
中央地域包括支援センター長
東部地域包括支援センター長
西部地域包括支援センター主任介護支援専門員
南部地域包括支援センター長
北部地域包括支援センター長
桑名市社会福祉協議会事務局長
桑名市社会福祉協議会事務局次長 （注） ◎は事務局長、○は事務局次長である。

◎
○
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地域生活応援会議のながれ
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○ 地域課題の解決に資する地域資源の創出のための方策を検討する前提として、

「地域ケア会議」で個別課題の解決を通じて蓄積された知見に基づき、

個別事例を分析し、地域課題を抽出することは、重要。

○ 平成２５年１２月～平成２６年６月の間、８回にわたり、

中央地域包括支援センター又は各地域包括支援センターにおいて、

必要に応じて介護支援専門員等の参加を得て、

個別事例の検討を通じた地域課題の把握のための「地域ケア会議」を開催。

○ その結果に基づき、

① 「高齢者世帯の困難事例の要因等に関する調査」中間報告書

（平成２６年１月桑名市地域包括支援センター）

② 「桑名市における『地域包括ケアシステム』の構築に向けた

地域課題の把握のための調査～『地域ケア会議』での個別事例の検討を通じて～」

（平成２６年７月桑名市地域包括支援センター）

を取りまとめたところ。

52

「地域包括ケアシステム」の構築に向けた取組み

個別事例の検討を通じた地域課題の把握



困難事例要因調査の実施

 平成２５年１１月１日、地域課題把握のために

「桑名市地域包括支援センターにおける困難事例

要因調査」を実施。

 困難事例の定義：解決のために、通常の支援事例
より、多くの時間や労力を費やす等、支援者（機
関）が何らかの困難を感じた事例。

 平成２３年４月１日～平成２５年９月３０日の２
年６ヶ月の期間に地域包括支援センターが対応し
た困難事例の要因を悉皆調査。市内５つの地域包
括支援センターから、２６５事例が抽出され、１
，４３７項目の要因（１事例平均５．４項目）が
存在することが明らかになった。
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困難事例要因調査の結果①

54

西村健二著『「桑名市における『地域包括ケアシステム』の構築に向けた地域課題の把握のため
の調査 ～『地域ケア会議』での個別事例の検討を通じて～」報告書』149頁を改変、桑名市地域
包括支援センター、2014

 困難事例の28.3％に法務関連、41.1％に経済的困窮
（債務整理を含む）、25.3％に虐待（対応では法律
専門職との連携が多い）の要因が存在した。
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～大分類項目別～（単位：％）



困難事例要因調査の結果②
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～細分類項目別～ （単位：％）

西村健二著『「桑名市における『地域包括ケアシステム』の構築に向けた地域課題の把握のため
の調査 ～『地域ケア会議』での個別事例の検討を通じて～」報告書』147頁を改変、桑名市地域
包括支援センター、2014



『法福連携』の推進

 成年後見制度の利用、債務整理、虐待対応、遺言
・相続・遺贈に関する相談、消費生活被害などに
おいて法律専門職との連携は不可欠。

 地域課題：法律専門職と福祉専門職の連携（『法
福連携』）が不十分。

 『法福連携』がしっかりできれば、法律に関する
課題を有する事例でも適切な支援が可能となる。

 法福連携：弁護士、司法書士などの法律専門職（
機関）と福祉・医療専門職（機関）の連携。

 平成２６年１２月、第１回法福連携懇談会開催。

 平成２７年２月、第３回法福連携研修会開催。
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成年後見制度における法律専門職の活用

 毎月第１水曜日９時～１２時、司法書士による成
年後見相談会を開催。事前予約制、無料。

 成年後見制度の本人・親族申立支援時に書類作成
委任を希望する場合、弁護士・司法書士を紹介。

 成年後見市長申立て案件の受任を依頼。
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年度 申立件数

候補者

弁護士 司法書士 社会福祉士 社会福祉協議会

平成２３年度 5 0 3 2 ―

平成２４年度 7 3 3 1 ―

平成２５年度 4 0 2 2 ―

平成２６年度 7 2 1 3 1

平成26年度は平成27年1月20日現在の申立件数。



「法福連携」の推進 ～法律専門職と福祉専門職の連携をめざして～（三重県桑名市）
＜現状＞

○高齢者からの相談内容は「成年後見制度」「債務整理」「消費生活被害」「遺言・相続・遺贈」「法律・金銭に関するト
ラブル」などがあり、医療・福祉専門職の知識だけでは支援が困難。

○原因として福祉専門職が法律分野の知識が少なく、法律専門職（弁護士・司法書士・公証人役場・法テラスなど）との連
携も不十分。

＜目標＞

法律専門職と福祉専門職を有機的に結合する「法福連携」推進により、法律専門職を有効な社会資源として活用し、高齢者
に対して法律面も含めた幅広い支援を実現する。

目

標

現

状

課

題

＜課題解決のための具体策＞

行政・地域包括支援センターが法律専門職を積極活用し、福祉専門職にマッチング⇒「顔の見える関係づくり」

☆具体策①「個別支援における成功体験の蓄積」
福祉専門職が支援困難と感じる事例に弁護士・司法書士・裁判所・公証人役場・

法テラスなどを紹介し、成功体験共有の機会を提供する。

☆具体策②「法福連携のための研修開催」
福祉と法律の専門職がグループワーク形式で高齢者虐待に関する事例検討会を

開催し、互いに顔の見える関係を築く機会を提供（平成25年2月開催、68名参加）。

☆具体策③「成年後見制度における法律専門職の積極的活用」

本人・親族申立て時に書類作成や後見人等受任、任意後見契約内容相談などで

弁護士・司法書士を紹介。また、市長申立てでは後見人等受任を依頼。いずれも

選任後は医療・福祉面を福祉専門職がフォローし相互補完する。

☆具体策④「三重県高齢者虐待防止チームへの参加」

三重県・三重弁護士会・三重県社会福祉士会で組織する三重県高齢者虐待防止

チームに行政社会福祉士（直営型地域包括支援センター）を参画させ、業務外でも

地域の弁護士とのネットワーク構築機会を設けている。

☆具体策⑤「法律専門職による地域の福祉専門職を対象とした時間外研修の開催」

桑員社会福祉士会の定例勉強会において地元の弁護士を講師に招き、業務終了後に多重債務の勉強会を開催。
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H25.2.13法福連携研修会の様子



＜特徴＞ ～「法福連携が十分ではない」という地域課題を解決するための取り組み～
・法律専門職（弁護士・司法書士・裁判所・法テラスなど）との連携を活かし、支援困難事例に取り組んでいる。
・福祉専門職の知識が少ない法律面の課題に対して適切な対処ができる。
・法律・福祉専門職がひとつの事例に協働して取り組むことで、成功体験が蓄積され、信頼関係が生じる。

・市・地域包括支援センターが積極的に法律・福祉専門職の連携機会を提供し、顔の見える関係構築を目指している。

＜目標＞
法律専門職と福祉専門職を有機的に結合する「法福連携」推進により、法律専門職を有効な社会資源として活用し、
高齢者に対して法律面も含めた幅広い支援を実現する。

「法福連携」を活かした地域ケア会議 （三重県桑名市）

＜平成２５年４月の実践例＞ （注）個人情報保護のため内容を一部変更しています。

・ケース①「債務整理が必要な認知症高齢者の支援」（７０代・女性・有料老人ホーム入居中）
アパートで独居していた際に認知症となり、テレビショッピング代金を滞納。その後、本人は転倒して入院、医療機関から連絡を受けて地域包括支
援センターが支援開始。退院と同時に有料老人ホーム入居し、日常生活自立支援事業による金銭管理を開始。現在、成年後見市長申立て準備中。

・地域ケア会議での検討課題：「手持ち現金１５万円とほぼ同額の債務が存在する」
出席者：本人・地域包括支援センター社会福祉士・ケアマネジャー・デイサービス管理者・日常生活自立支援事業相談員＋「弁護士」
⇒結論：法テラスの民事法律扶助を利用した任意整理手続きを進めることとした。

・ケース②「任意後見契約書にない事態が生じた高齢者の支援」（８０代・男性・精神科病院長期入院中）
精神科病院に任意入院している高齢者の判断能力が低下し、主治医より任意後見受任者に対して医療保護入院への変更が求められた。医療保護入院
の保護者には後見人・保佐人しかなれず、任意後見契約書の代理権にも記載がないことから任意後見受任者が対応できない事態となった。

・地域ケア会議での検討課題：「親族ではない任意後見受任者が本人を支援していくにはどうすれば良いか」
出席者：本人・任意後見受任者・地域包括支援センター社会福祉士・医療相談員＋「司法書士」（※県障害福祉課・家庭裁判所とは包括が事前協議）
⇒結論：任意後見受任者による成年後見申立てを行い、後見人となってから医療保護入院に変更する。書類作成は司法書士へ委任することとした。

・ケース③「施設入所中の高齢者に相次ぐトラブル」（９０代・女性・障害者支援施設措置入所中）
身体障害で施設入所中の高齢者が認知症となって判断能力が低下したと施設から連絡を受け地域包括支援センターが支援開始。兄の死亡保険金受取
、親族の行方不明、所有不動産の占有、施設への不審な訪問者などの諸問題が相次ぎ、施設は対応に苦慮していた。

・地域ケア会議での検討課題：「複数生じている法律面のトラブルに対してどのように取り組んでいけば良いか」
出席者：本人・地域包括支援センター社会福祉士・市障害福祉課・障害者支援施設長・日常生活自立支援事業相談員＋「弁護士」
⇒結論：弁護士を候補者とした成年後見市長申立てを行い、法律面の課題に弁護士が取り組んでいくこととした。

法福連携
個別支援
事例

＜法福連携の地域ケア会議開催にあたっての留意点＞
・法律専門職への依頼内容を明確にしておくため、コーディネート
役の市・包括も法律に関する基礎知識を知る必要がある。

・多分野・多職種の参加があるため、方向性の統一・情報共有・
進捗状況管理を徹底する必要があり、その管理者を明確にする。

・市・包括は日頃から法律専門職とのネットワーク構築に努める。

＜まとめ＞
本事例で採り上げたケースは「法福連携が十分でない」という地域課題
を解決すべく取り組んだ施策のひとつであり、①個別課題解決機能と②
ネットワーク構築機能をもち、「権利擁護」をテーマとした地域ケア個
別会議である。桑名市では法福連携を地域全体で進めるべく様々な取り
組みを進めている（地域ケアシステム構築に向けた取組事例参照）。
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○ 平成２４年１２月、

中央地域包括支援センターにおいて、

① 「成年後見制度相談マニュアル」

② 「成年後見市長申立て事務

進捗管理票」

を作成し、各地域包括支援センターで

共有。

○ 平成２５年１月、

桑名市事務改善奨励副市長賞受賞。

【参考】地域包括支援センターの権利擁護の充実

○ 地域包括支援センターの権利擁護について、

「個人プレー」から「組織プレー」へ転換。
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「成年後見市長申立て事務進捗管理票」

「成年後見制度
相談マニュアル」



ま と め
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KUWANA CENTRAL COMMUNITY SUPPORT CENTER

木曽三川と長島輪中

地域包括ケア会議



まとめ

 地域包括ケアシステム構築のためには、「地域ケ
ア会議」をはじめとしたあらゆる手法によって地
域課題を把握することが必須

 誤った課題を解決したところで、地域包括ケアシ
ステム構築は一向に実現しない

⇒①地域の適切なアセスメント

②正しい課題把握

 地域包括ケアシステムの実現は、住民の利益最大
化を図る取組みであると認識し、住民・事業所な
どを巻き込み、市町村をあげて全力で取り組む必
要がある
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目指そう！「地域包括ケアシステム」

「地域包括ケアシステム」構築に
向けて舵は大きくきられた

住民の「利益」と「幸福」の最大
化を目指し、最善の努力をしよう
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講義Ⅱ 高齢者虐待の防止と対応
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KUWANA CENTRAL COMMUNITY SUPPORT CENTER

長良川河口堰（アクアプラザながら）

地域包括ケア会議
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高齢者虐待防止法について

 平成18年4月1日、第３の虐待防止法となる
「高齢者虐待防止法」施行（議員立法）

 正式名称は「高齢者虐待の防止、高齢者の
養護者に対する支援等に関する法律」

 対象となる高齢者は「65歳以上の者」（第2

条第1項）と定義

 ただし、65歳未満の者への対応も必要
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６５歳未満も対象となる

 「高齢者以外の者であって精神上又は身体上の理由に
より養護を必要とするものに対する虐待の防止等のた
めの制度については、速やかに検討が加えられ、その
結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする」
（高齢者虐待防止法附則2）として、2号被保険者等の
65歳未満の者への対応も必要性を認めている

 介護保険法では「被保険者に対する虐待の防止及びそ
の早期発見のための事業その他の被保険者の権利擁護
のため必要な援助を行う事業」の実施を求めている（
第115条の44第1項第4号）

 老人福祉法での措置について、「65歳未満の者に対す
る措置」についての通知あり（平成18年3月31日付け老

健局長通知「老人ホームへの入所措置等の指針につい
て」老人ホームへの入所措置等の指針第8）
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４つの虐待防止法

 ①平成12年11月、「児童虐待防止法」施行

 ②平成13年10月、「DV防止法」施行

 ③平成18年4月、「高齢者虐待防止法」施行

 ④平成24年10月、「障害者虐待防止法」施行

 児童は原則１８歳未満が対象
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障害者虐待防止法・DV防止法の活用

 障害者は「障害者 身体障害、知的障害、精神障
害その他の心身の機能の障害がある者であつて、
障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は
社会生活に相当な制限を受ける状態にあるもの」
（障害者虐待防止法第2条第1項、障害者基本法第2

条第1項）とされており、手帳の有無や年齢は関係
がなく、高齢者も対象に含まれる

 DV防止法は「配偶者」「配偶者であった者」「」

「婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同
様の事情にある者」「婚姻の届出をしていないが
事実上婚姻関係と同様の事情にあった者」（第1条
第1項・第3項）からの暴力の防止と被害者の保護

を目的としており、年齢は関係がなく、高齢者も
対象に含まれる
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虐待を行った者による２分類

 ①養護者「高齢者を現に養護する者であって養介護施設従事
者等以外のもの」（第2条第2項）

 養護者は同居である必要はなく、高齢者の日常生活において
何らかの世話をする人を指し、別居の親族、世話をしている
近所の知人なども含まれる

 ②養介護施設従事者等「老人福祉施設」「有料老人ホーム」
「地域密着型介護老人福祉施設」「介護老人福祉施設」「介
護老人保健施設」「地域包括支援センター」「老人居宅生活
支援事業」「居宅サービス事業」「介護予防サービス事業」
「地域密着型サービス事業」「居宅介護支援事業」「介護予
防サービス事業」「地域密着型介護予防サービス事業」「介
護予防支援事業」の業務に従事する者（第2条第5項）

 ケアマネジャーや地域包括支援センター職員による虐待もい
わゆる「施設虐待」にあたる

 障害者虐待防止法では「使用者」による虐待も記載している
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５つの虐待類型

 ①身体的虐待

 ②介護・世話の放棄・放任

 ③心理的虐待

 ④性的虐待

 ⑤経済的虐待

 「暴行とは人に向かって不法なる物理的勢力を発
揮することで、その物理的力が人の身体に接触す
ることは必要でない」（東京高裁判決平成25年6月
10日）⇒物を投げたり、振り回したりすれば、高
齢者に接触せずとも身体的虐待となる

 障害者虐待には同じ５類型があるものの、児童虐
待には経済的虐待がない
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高齢者虐待に関する統計①

 平成24年度統計（平成25年12月26日老健局高齢者支援課認知
症・虐待防止対策推進室発表）の概要

 相談・通報件数 23,843件

 虐待判断件数 15,202件（63.2%、うち死亡事例27件）

 相談・通報者 ①介護支援専門員32.0% ②家族・親族11.9%

③警察10.6% ④被虐待者本人9.8% ⑤当該市町村行政職員
6.7% ⑥介護保険事業所職員6.0% ⑦民生委員5.5% ⑧近隣
住民・知人5.1% ⑨医療機関従事者4.9% ⑩虐待者自身1.8%

 事実確認方法 ①訪問調査65.4%（うち66.9%を虐待と判断）
②情報収集のみ31.1%（54.8%） ③立入調査0.8%（82.4%）

 相談・通報受理から事実確認開始までの期間

即日56.2% 1日12.1% 2日5.0% 3～6日11.3% 7～13日7.1％

14～20日2.8% 21～27日1.3% 28日以上4.1%
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相談・通報者と虐待事例の特徴
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虐待類型 深刻度

身体 放棄 心理 性的 経済 1 2 3 4 5

介護支援専門員 ○ ▲ ▲ ▲ ○ ▲

介護保険事業所職員 ○ ▲ ○

医療機関従事者 ▲ ○ ▲ ○ ▲ ▲ ○ ○

近隣住民・知人 ▲ ○ ○

民生委員 ▲ ○ ○ ○

被虐待者本人 ○ ▲ ○ ○ ○

家族・親族 ▲ ○ ○

虐待者自身 ○ ▲ ▲ ▲

当該市町村行政職員 ▲ ○ ○ ○ ▲ ○

警察 ○ ▲ ▲ ▲ ○

○は全体に比して割合が高いことを、▲は低いことを示す。認知症介護研究・研修仙台セン
ター『高齢者虐待の実態と防止・対応上の留意点』2014、44頁図表2-Ⅰ-1-7を改編



高齢者虐待に関する統計②

 虐待の発生要因

①虐待者の障害・疾病 23.0%

②虐待者の介護疲れ・介護ストレス 22.7%

③家庭における経済的困窮 16.5%

④家庭における被虐待高齢者と虐待者の

虐待発生までの人間関係 12.6%

⑤被虐待高齢者の認知症の症状 10.3%

 虐待の種別 ①身体的65.0% ②心理的40.4%

③経済的23.5% ④介護放棄23.4% ⑤性的0.5%
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高齢者虐待に関する統計③

＜虐待者の概要＞

 性別 ①女性77.6% ②男性22.4%

 年齢区分 65~69歳9.6% 70~74歳15.7% 75~79歳21.7%

80~84歳24.6% 85~89歳17.7% 90歳以上10.6%

 要介護状態区分（認定済は68.0%）

要支援１6.8% 要支援２9.3% 要介護１21.2%

要介護２21.5% 要介護３18.9% 要介護４13.7%

要介護５8.6%

 認知症自立度（自立度Ⅱ以上が69.6%）

自立11.5% 自立度Ⅰ17.4% 自立度Ⅱ32.5%

自立度Ⅲ24.5% 自立度Ⅳ7.9% 自立度M2.0%

 自立度Ⅲ以上は深刻度3~5が57.9%と高い傾向

 参考：一般高齢者の認知症有病率10～15%
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高齢者虐待に関する統計④

＜虐待者の概要＞

 家族形態

単独世帯 7.9%

夫婦のみ世帯 19.3%

未婚の子と同居 31.3%

配偶者と離別・死別等した子と同居 10.4%

子夫婦と同居 18.0%

 続柄

息子41.6% 夫18.3% 娘16.1% 息子の配偶者5.9%

妻5.0% 孫4.8% 兄弟姉妹2.1% 娘の配偶者1.9%

 年齢

40歳未満9.8% 40~49歳18.8% 50~59歳22.7%

60~69歳17.1% 70歳以上22.2%
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高齢者虐待に関する統計⑤

 対応 分離34.9% 分離していない55.1%

 分離していない事例の対応の内訳

①養護者に対する助言・指導 49.9%

②ケアプラン見直し 28.1%

③経過観察・見守り 22.0%

④介護保険サービス新規利用 16.4%

⑤介護保険サービス以外のサービス利用 8.0%

⑥養護者自身が介護負担軽減の事業に参加 2.8%
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高齢者虐待対応の流れ
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高齢者虐待の対応方法は？
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現状

目標

課題

虐待対応ケース会議で課
題を整理し、すべての課
題を解消すれば終結！！
・課題解消後も虐待が終結
しない場合、課題設定に
誤りがある

・⇒課題の設定が重要！



課題解消により虐待終結をめざす
第１回虐待対応ケース会議

課題①：長男から本人への暴力を防ぐ

課題②：本人の認知症について受診を勧奨

課題③：長男の経済的自立を支援する

79

第２回虐待対応ケース会議

課題①：解消

課題②：本人の認知症について受診を勧奨

課題③：長男の経済的自立を支援する

第３回虐待対応ケース会議

課題②：解消

課題③：長男の経済的自立を支援する

課題④：成年後見制度につなぐ（新規）

第５回虐待対応ケース会議

課題④：解消

終結判断

第４回虐待対応ケース会議

課題③：解消

課題④：成年後見制度につなぐ



対応① 相談・通報・届出の受付

 市町村（第8条）・地域包括支援センター（第17条第2項）に

は守秘義務が課せられていること、通報者は秘匿することを
伝えると通報者が話しやすい

 通報者は「虐待」という言葉を用いないことも多く、虐待を
意識していないこともある

 可能な範囲で通報者にフィードバックする

 情報を整理・共有する。いったい何が分からないのか、何が
足りないのかを明確にする

 地域包括支援センターは責任主体である市町村へ報告

 早めの事実確認が求められる。児童虐待では原則「４８時間
以内」に目視による安全確認を求めている（平成22年9月30

日雇用均等・児童家庭局総務課長通知「虐待通告のあった児
童の安全確認の手引き」3（1））

 市町村・地域包括支援センターで事実確認を行うための協議
を実施し、情報共有と事実確認方法の検討を行う
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対応② 事実確認とコアメンバー会議

 「①本人・家族・関係者・関係機関・関係部署からの情報収
集」と「②訪問調査」により事実確認を行う

 基本は訪問調査により本人・家族から情報を収集する。その
他から情報を得る場合は本人・家族の同意を得ておく

 支援にあたって最低限必要な情報が不足している場合、法律
、条令などに従って適切に収集する

 訪問は必ず複数で実施、必要に応じて医療職が同行。面識の
あるケアマネ、事業所職員、民生委員などの同行も有効

 訪問調査では①安全確認、②情報収集を行い、事実関係を確
認する

 コアメンバー会議：市町村担当課の責任者（課長等）、担当
職員、地域包括支援センター職員で構成。必要に応じて市町
村関係部署も出席。

 協議内容は①虐待の認定、②緊急性の判断。緊急性がある場
合は立入調査の要否、措置による分離、入院治療の必要性等
も検討する。いずれの判断も全員の合意で行う。
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対応③ 虐待対応ケース会議

 虐待対応ケース会議：市町村担当職員、地域包括支援センタ
ー職員、ケアマネ、介護保険サービス事業所、医療機関など
本人・養護者と関係を有する、あるいは今後関係をもつこと
が想定される専門機関・職種が出席。終結判断時は課長等も
出席。必要に応じて弁護士、医師などの助言者も出席

 ①情報共有、②課題整理、③対応方法の検討を行い、対応方
針、課題と具体的な対応策、担当者等を決定する

 記録は必ず作成・保管する

 支援の旗振りは地域包括支援センターが行い、随時責任を有
する市町村と緊密な連携を心がける

 虐待対応ケース会議で決定した役割を各担当者が適切に実行
し、一定期間経過後に第２回虐待対応ケース会議を開催

 ①評価（モニタリング）、②情報共有、③課題整理、④対応
方法の検討を行う。すべての課題が解消すれば終結。
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対応④ 終結

 虐待対応は終結を意識して行う必要がある

 終結を明確にしないと今後の支援引き継ぎが不明確になる

 終結の判断は、虐待対応ケース会議において全ての課題が解
消されたうえで検討する

 終結判断は課長等の出席を求め、全員の合意で行う

 終結を判断するのは、虐待がなくなったことを確認できた場
合のみ。「虐待が続いている」「虐待が解消したかどうかが
分からない」場合は、対応を継続する

 虐待対応終了後はケアマネなど今後の支援を担う者に対して
しっかり引き継ぎを行う

 虐待対応は救急治療のようなもの。急性期の対応が終われば
、回復期への支援に的確につなげていく
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包括と行政の役割

 実働は地域包括支援センター、責任は市町村

 市町村も積極的に現場に赴くことが必要

 専門性を有する地域包括支援センターが旗振りを行う

 市町村は措置、面会制限、立入調査、警察への援助要請、市
長申立て等の権限を適切に行使する

 市町村職員は立入調査のための身分証明書（証票）を携帯

 三重県・三重弁護士会・三重県社会福祉士会で構成する「三
重県高齢者虐待防止チーム」の派遣を依頼し、虐待対応ケー
ス会議に参加してもらうことも可能

 連絡先：三重県社会福祉士会事務局 TEL＆FAX059-228-6008
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虐待対応時の分離保護のための段階的具体策

見守り

• 在宅のままでの経過観察・消極的見守り
•具体策：定期訪問、家族関係の改善、虐待についての理解促進、養護者への助言・指導
など

サービス

導入①

• 在宅のままでの積極的見守り（外部とのつながりを設ける）
•具体策：生活支援（保険外ヘルパーなど）、日常生活自立支援事業（地域福祉権利擁護
事業）、介護保険サービス（ケアマネ・訪問系）、定期受診（通院・往診）など

サービス

導入②

• 在宅のままでのレスパイト
•具体策：精神科デイケア、介護保険サービス（通所系、ショートステイ）など

分離①

• 契約による入院・入所・入居・別居
•具体策：医療機関、介護保険施設、グループホーム、有料老人ホーム、サービス付き高
齢者向け住宅、軽費老人ホーム、ケアハウス、転居・別居など

分離②

• 措置による入所・入居
•具体策：養護老人ホームへの措置入所、介護保険施設への措置入所、救護施設への入所
など

85



まとめ
 高齢者虐待対応は対症療法ではなく、根治治療をめざそう

 発生要因を明らかにして再発防止を図る

 虐待事例であっても本人意思を尊重し、地域で暮らすことを最優先
とする（地域包括ケアシステム）

 虐待対応は、関係者全員で検討・協議・決定し、情報共有のもと計
画的に支援する

 常に終結を意識して行動する

 私たちが守るのは高齢者の生命、身体の安全

 虐待の疑いがある以上は必ず対応を継続する

 虐待対応は高齢者の「尊厳」を守る権利擁護の最たるもの

 担当者ひとりが抱え込まず、連携のもと積極的な支援を心がけよう

 私たちはひとりではない、仲間ととも
に高齢者の尊厳を守ろう！
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高齢者虐待対応マニュアル

 ①厚生労働省老健局（平成18年4月）

『市町村・都道府県における

高齢者虐待への対応と養護者支援について』

 ②日本社会福祉士会（平成23年3月）

 『市町村・地域包括支援センター・都道府県のための

養護者による高齢者虐待対応の手引き』

 ③日本社会福祉士会（平成24年3月）

『市町村・都道府県のための

養介護施設従事者等による高齢者虐待対応の手引き』

 ④厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課地域移
行・障害児支援室（平成24年3月）

『市町村・都道府県における障害者虐待の防止と対応』

 いずれもインターネットで取得可能
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ご清聴ありがとうございました
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